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概要 
近年，気候変動に対する危機感は世界全体で高ま

っている．気候変動政策は今後，主に先進国で重要

な政治的争点の一つとなることが考えられる．具体

的な政策の代表例に環境税がある．本研究では，環

境税の導入に対する各政策主体のスタンスを明確に

し，議論の進展を促すために，国会議事録で「環境

税」を含む発言およびこれに対する返答に含まれる

関連用語をロジスティック回帰で抽出し，政党およ

び委員会(省庁)の意見の違いについて可視化した．

また，定量的に抽出された用語を含む発言と返答の

内容を確認し，定性的に分析を行った．結果，傾向

として自由民主党(以下，自民党)および経済産業委

員会(以下，経産委員会)は，民主党・無所属クラブ

(以下，民主党)および環境委員会に比べ環境税導入

に消極的であるという仮説に関する示唆を得た．  

1 はじめに 

近年，気候変動に対する危機感は世界全体で高ま

っており，2050 年にカーボンニュートラルを掲げる

国は 125 ヵ国 1 地域にのぼる[1]．日本では 2030 年

に国全体の温室効果ガス排出量を 2013 年対比で

46%削減，2050 年にカーボンニュートラルの達成を

掲げている[2]．気候変動政策の代表に，環境税があ

る．環境税とは，広義には「環境に負荷を与える財・

サービス全般を課税の対象にし，それらを抑制して

環境保全に役立てようとする発想」のもと，設定さ

れる税制である[3]．狭義には，「二酸化炭素(以下

「CO2」)の排出量に応じ，工場や企業，家庭などか

ら幅広く負担を求めることにより，広く国民に対し

温暖化対策の重要性についての認識を促し，排出量

の削減を推し進めるもの」であり[4]，後者は炭素税

と呼ばれる．以下，当税制の歴史的背景を記述する． 

環境税は 1920 年代，イギリスの経済学者 Arthur 
Cecil Pigou が提唱したピグー税に起源がある．ピグ

ー税とは，元来環境に限らず経済活動において市場

を通さずに便益を享受し損失を被ること，すなわち

「外部不経済」に対して，正の効果をもたらすもの

には補助金の提供を，負の効果をもたらすものには

課税をするという概念である[5]．この「外部不経済

の内部経済化」は環境問題と良い相性である．大気・

水質の汚染物質や廃棄物への課税は，それらの発生

の抑制効果を持つとされている．中でも CO2への課

税は，気候変動の世界的な解決策として期待される

が，他の環境問題と比べ課税対象者を誰にするか，

削減に有効な価格は 1 トンの CO2 でどれくらいか

(カーボンプライシング)，課税による経済的損失と

の比較はどう行うか，などの論点がある．2018 年ノ

ーベル経済学賞を受賞したアメリカの経済学者

William Dawbney Nordhaus は，Dynamic Integrated 
Climate-Economyモデル(以下，DICEモデル)と呼ば

れるマクロ経済と気候変動の統合評価モデルを発明

した．この DICE モデルでは，炭素の社会的費用，

すなわち追加的な炭素排出 1 単位が経済に与える

影響の大きさとして，適切な炭素価格を計算できる

[6]．1990 年代に開発された DICEモデルだが，基本

的なコンセプトを変えず改良され続けており，今日

の IPCCレポート等でも援用されている． 
現実の制度としての環境税は欧州を中心にはじま

ったが，その背景にはスイスの経済学者 Hans 
Christoph Binswanger がいる．Binswanger は「エネル

ギー税を引き上げて大気汚染を減らし，社会保険料

を引き下げて雇用をしやすくする，さらに，エネル

ギー税収入で年金保険料収入の減少を補填するとい

う考え方」を示し，欧州の環境税制改革の理論的バ

ックグラウンドとなった[7]．1990 年代にフィンラン

ド，スウェーデン，オランダ，ドイツといった国々
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で環境税制改革が行われ，所得税や法人税などの減

額処置と同時に化石燃料に対する付加税，電力消費

に対する課税強化，鉱物油税等が導入された[8]． 
日本では，環境税は「地球温暖化対策のための税」

(以下「温対税」)として 2012 年に導入され，2016 年

に導入当初に予定されていた最終税率への引上げが

完了した．本税制は石油，ガス，石炭に対して課税

され，納税義務者は化石燃料の採取者または保税地

域からの引取者(輸入者)である．家計への影響は年

額 1,200 円程度と試算されており，1 トン-CO2eq あ

たりの税率は 289円と，欧州や北米といった環境税

が導入された先進国の水準(日本円で 1 トン-CO2eq 
1,000円〜16,000円)よりとても低い．よって，削減

のための十分なインセンティブにならないという懸

念もある．また，政府予算では諸外国では一般会計

への計上が多い中，特別会計へ繰り入れられており，

使途は「省エネ対策，再生可能エネルギー普及，化

石燃料クリーン化等のエネルギー起源CO2排出抑制」

に限定されている[9]．つまり，欧州が志向した

Binswanger の環境税制改革の理論は下敷きにされて

おらず，温対税はあくまで気候変動政策の枠組みの

中で完結しているという体裁である． 
このように，環境税は他の気候変動政策と比べて

影響範囲が広く効果があると言われている反面，削

減効果の担保の難しさや，特定産業の負担増による

産業の衰退，所得の低い層ほど税負担が大きくなる

逆進性の問題がある[10]．また，既存産業への経済的

負荷と気候変動による社会的費用のバランスをどう

取るか，財政赤字をどのように立て直すか，税制改

革として景気刺激策と気候変動政策が両立する形は

実現可能かなど，環境問題を超えた論点を包含する．

よって環境税に対しては様々な政策主体の思惑が絡

むと思われるため，本研究では上記のような論点や

それに対する意見，対立構造について，国会議事録

を活用した言説空間の分析という形で調査を行う． 

2 関連研究 

環境税をめぐる言説空間の研究事例は少ない．気

候変動政策全般に関する言説やネットワーク分析は，

Comparing Climate Change Policy Networks( 以 下

「COMPON」)という研究プロジェクトが中心的役

割を果たしている[11]．COMPON における日本を対

象とした研究では，2050 年カーボンニュートラル宣

言をしている自治体を対象とした気候変動政策に関

する調査票調査[12]，環境政策におけるドイツと日

本の言説ネットワークの比較[13]などがある．個別

の制度に着目した研究では，再生可能エネルギーの

「固定価格買取制度」に関する政府・政党・利益団

体の間の政策ネットワークの研究がある[14]．ただ

し，COMPON は社会学分野の研究が主流であり，方

法論としては質問紙調査や統計的手法が取られてい

るが，国会議事録などの大量のデータを対象とした

ものは少ない． 
機械学習の分野では, 文書をあらかじめ与えられ

たカテゴリに分類するテキスト分類の研究が行われ

てきたが政治領域のテキストを機械学習に基づき分

類する研究は, ごく僅かに見られる程度である．一

例としては，気候変動の「適応策」についての記述

を政策文書から特定し，適応，緩和，非気候のいず

れかに分類するために ANN モデルを利用している

[14]．当該研究では，分類結果を用いて経年での政策

変化を分析している． 
国会議事録に着目した研究として，猫本らは議員

が議案に対するスタンスを 2 値(賛成 or 反対)に判

定する BERT ベースの分類器を構築した．提案手

法の分類精度はベースライン手法より高く得られた

[15]．中川らの研究では, イデオロギーの区分として

政党を用い, 国会における議員の発言について, 政
党を特徴付ける要素の検討を行った. ランダムフォ

レストによる議員の発言を分析した結果, 感動詞の

比率と語彙の多様性について政党間の差異が大きい

傾向が示唆された[16]．小柴らの研究では，議会と行

政の相互作用を広範かつ定量的に分析する手法を検

討した．具体的には，各議事録から機械的に抽出さ

れた代表語の類似性と時間的前後関係のみで，影響

の有無を推定する粗い指標である[17]．  

3 分析仮説 
本研究では，二つの仮説を設定する． 
仮説① 自民党は，政権与党として，国民の負担

増や経済停滞，その他気候変動以外の国内外の課題

も考慮し政策を決定する必要があるため，環境税導

入に消極的な傾向がある． 
仮説② 経産委員会は，国民の負担増や経済停滞

を懸念し環境税導入に消極的な傾向がある．一方で

環境委員会は，実効的な環境政策を推進する観点で

積極的な傾向がある． 
これらの仮説は，COMPON の関連研究や過去の政

策立案の経緯，メディア報道の傾向から導き出した．

民主党については，主要政党の解党により明確な仮
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説の設定が難しいが，民主党員からの発言を対象に，

仮説①で想定する自民党のスタンスとの比較分析を

行う．仮説①と仮説②双方について，カーボンプラ

イシングの具体策として環境税と並列で言及される

排出量取引制度[18]に関する発言およびこれに対す

る返答のデータも取得し，比較分析を行う． 

4 データセット 
国会議事録検索システム(https://kokkai.ndl.go.jp/a

pi.html)より，「環境税」(ただし，CO2排出に対して

課税することを意味しない，「森林環境税」を除く)

または「炭素税」を含む発言およびこれに対する返

答を取得した(データ A)．また，「排出量取引」ま

たは「排出権取引」(以下「排出量取引」に用語を統

一する)を含む発言およびこれに対する返答も取得

した(データ B)．これらのデータは 1987 年から 202
2 年の期間に発言された記録である．データ A およ

びデータ B に関するデータセットの件数を表 1 に記

載した． 
表 1 分析用データセット 

データセット(件数) データ A データ B 

発言者の所属会派 自民党 540 268 

民主党 238 240 

会議 環境委員会 646 571 

経産委員会 136 119 

5 分析手法 
 データ A，データ B に対して，同様の方法で特徴

量を作成し，モデルを構築した． 

5.1 特徴量の作成 
MeCab を用いて，名詞に該当する形態素を抽出し

た．この際，平仮名のみ，2 文字以下のカタカナの

み，1 文字のみのいずれかに該当する場合は除外し

た．発言に各形態素が含まれるか否かの 2値となる

Bag Of Words で特徴量を作成した．学習データにお

ける発言数より特徴量の次元数(2864 次元)が大き

いため次元削減を行った．データ A および B を合わ

せたデータに対して，分散 Var[X]=p(1-p)について

p=0.08 の時の分散より小さい特徴量を除外し 179次
元にした[19]． 

5.2 モデル 

 スパースモデリングの文脈で広く知られている

L1 正則化項付きのロジスティック回帰を適用した．

以下の式を最小化することでパラメータを推定した．

ここで，𝑋!は𝑖番目の特徴量，𝑤は推定するパラメー

タで偏回帰係数，𝑦!は𝑖番目の目的変数である．  

�̂�(𝑋!) =
1

1 + 𝑒𝑥𝑝(−𝑋!𝑤 −𝑤")
 

𝑓(𝑋!) = −𝑦!𝑙𝑜𝑔(�̂�(𝑋!)) − (1 − 𝑦!)𝑙𝑜𝑔(1 − �̂�(𝑋!)) 

min
#
7𝑓(𝑋!) + ‖𝑤‖$

%

!&$

 

 上記のモデルを用いて，4 つのモデルを作成する．

モデル名とデータの対応を表 2 に示した． 
表 2 モデル名とデータの対応 

モデル名 データ 目的変数 

モデル 1 データ A 自民党 or 民主党 

モデル 2 データ A 経産委員会 or 環境委員会 

モデル 3 データ B 自民党 or 民主党 

モデル 4 データ B 経産委員会 or 環境委員会 

6 結果 

6.1 モデルによる予測精度 

 5 分割のクロスバリデーションによる予測精度を

表 3 にまとめた．  

6.2 モデルにより抽出した関連用語 

モデル 1 からモデル 4 で推定結果を付録 表 4 に

まとめた．モデル 1 およびモデル 3 の構築時に，「自

民党」を 1，「民主党」を 0 として目的変数を扱っ

ているので，正の値にある形態素は自民党らしさを

表す．一方で，負の値にある形態素は民主党らしさ

を表す．同様に，モデル 2 およびモデル 4 の構築時

に，「経産委員会」を 1，「環境委員会」を 0 として

目的変数を処理しているので，正の値にある形態素

は経産委員会らしさを表す．一方で，負の値にある

形態素は環境委員会らしさを表す． 

7 考察 

7.1 所属の違いによる発言傾向の分析 

 分析結果は仮説①を部分的に支持するものであっ
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た．具体的には，自民党による発言は，気候変動に

対して，経済成長や食糧・海上等の安全保障等，他

の重要課題と並列で言及し，いずれの課題も等しく

対策を講じなければならないことを主張するものが

散見された．こうした傾向は統計的に有意な「我々」，

「我が国」，「現在」，「必要」などの用語に現れ

ている．また，自民党に特徴的な点としては，発言

の導入部分で「先生のおっしゃる通り」といった専

門家の見解を重視する傾向も見られた．なお，全て

の発言が環境税に否定的ではなく，現在ある温対税

の整理等と合わせて，導入すべきであるという発言

も，特に環境省に属する環境大臣等から少なからず

見られた．比較分析を行った排出量取引については，

発言の内容に自民党に特徴的な用語はなかったが，

環境税と同じく専門家の意見を重視する傾向があり，

「先生」のみが統計的に有意な用語となった． 
 環境税に対する「民主党」の発言としては，「再

生可能エネルギー」の比率上昇など，エネルギー政

策とセットで環境税に言及するものが最も多かった．

その他統計的に有意な単語としては「拡大」や「部

分」などがあるが，いずれも用語の使われ方は文脈

に応じて様々である．環境政策の文脈では，例えば

エコポイント対象品目の「拡大」やエコ設備等の需

要「拡大」，ガソリン税の「部分」と組み合わせた

環境税導入のためのグリーン税制改革の提案といっ

たものが見受けられた．  

7.2 委員会の違いによる発言傾向の分析 

 分析結果は仮説②を支持するものであった．環境

税に対する経産委員会の発言では，「省エネ」や「影

響」，「負担」などの用語が統計的に有意かつ特徴

的である．「省エネ」は省エネ法や省エネ税制への

言及と並んで，省エネ設備に対する需要喚起や投資

による景気刺激を期待する発言が散見された．「影

響」は，環境税導入による国民経済や産業・雇用に

対する「影響」についての言及，「負担」は環境税

導入によるエネルギー事業者や低所得世帯，中小企

業に対する「負担」増を懸念する発言が多く，この

二つが経産委員会の環境税に対するスタンスを顕著

に示す用語であった． 
環境税に対する環境委員会での発言では，気候変

動対策を民間に任せず「行政」が行っていくという

姿勢を示すものが多かった．「環境行政」という単

語で言及されることが多く，小さい政府や事業仕分

けが注目された時勢においても，環境政策について

は行政が行うべきだという姿勢を示す文脈で同用語

が散見された．また，色々な文脈があるが，環境税

については国民の「理解」や「協力」が必要である

という趣旨の発言も見られた． 
比較分析を行った排出量取引については，経産委

員会における発言では，「産業」や「エネルギー」

といった用語が統計的に有意となり，対環境税ほど

消極的な姿勢を示す発言は少なかった．また，エネ

ルギー政策と一緒に言及されることが多いという傾

向があった．環境委員会における発言では，「吸収」

という用語が上位にあるように，エネルギー政策と

いうよりむしろ森林や海洋のCO2吸収源を重視した

姿勢が経産委員会のスタンスと対照的であった．ま

た，制度的な複雑さ・難しさの懸念を示す「段階」，

「説明」などの発言が一部あったが，文脈によって

様々で統一的な特徴は見出せなかった． 

8 おわりに 

 本論文ではロジスティック回帰を用いた国会議事

録の分析で，環境税および比較対象としての排出量

取引制度に対する，政党および委員会の発言傾向の

違いを偏回帰係数に着目して分析し，各政策主体の

スタンスの違いに関する仮説に対して検討した． 

 モデル構築の観点では，パラメータチューニング

や異なるモデルを利用することで新たな関連用語を

導き，比較対象の違いの理解を深める効果が期待さ

れる．今回のモデルは分析データの件数に比べて特

徴量が多いため，ロジスティック回帰に適用する前

に変数選択をしており，L1正則化ロジスティック回

帰のみで構築していた．発言件数が限られているた

め，これらの違いを分析するには制限があるが，政

治家の公約や政策活動費などの異なる記録を扱うこ

とで，政党ごとの違いをより詳細に評価することが

できると考えている． 

 定性分析の観点では，今回は二つの政党と二つの

委員会に限定して分析を行ったが，分析対象以外の

政党や会議体で，環境税に親和的な政策主体が見ら

れるか，それはなぜか等の観点での追加分析を行う

ことで，環境税をめぐる言説空間をより正確に把握

できるだろう．また，モデルの精度向上の観点で言

及した，政治家の公約や政策活動費などの国会議事

録以外の記録に加え，新聞報道等も分析対象に加え

ることで，政策主体の発信するシグナルを，世間が

どのように受け止めているかという視点で，拡大さ

れた言説空間を導くことができると考える． 
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A 付録 
表 3: モデル 1からモデル 4の ROC-AUC 

モデル名 ROC-AUC 

モデル 1 0.80 

モデル 2 0.71 

モデル 3 0.75 

モデル 4 0.64 

 

表 4: モデルにより推定された偏回帰係数の正負と 5%有意水準を満たす形態素 

モデル名 

偏回帰係数の

正負 形態素(偏回帰係数の絶対値が大きい順に記載) 

モデル 1 

正の値 ｃｏ２, 先生, 我々, 取組, 我が国, 効果, 協力, 現在, 活用, 必要 

負の値 
再生可能エネルギー, 民主党, 拡大, 大臣, 部分, 説明, お答え, 方向, 導

入 

モデル 2 

正の値 省エネ, ｃｏ, 影響, 見直し, エネルギー, 負担, 今回, 関係 

負の値 
行政, 温室効果ガス, 私たち, 施策, 提案, 利用, 協力, 導入, 理解, 環境

省 

モデル 3 

正の値 先生 

負の値 皆さん, ｃｏ, アメリカ 

モデル 4 

正の値 地球, 場合, 産業, エネルギー, 活用, お答え, 今回, 必要 

負の値 
吸収, 見直し, 環境大臣, 民主党, 段階, 説明, 環境, 実施, 伺い, 意味, 

日本, 環境省, 削減 
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